

平成２年版 大阪経済白書 の概要

─これからの企業戦略─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成２年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成元年の大阪経済

◆内需を主体に高成長の持続
・　大阪経済は昭和61年12月を底として、景気拡大を続けており、平成元年12月現在で拡大期間は36か月に達している。これは、民間設備投資や個人消費、公共投資等の内需が好調に推移したためである。
　60年のプラザ合意以降の円高は､企業に高収益をもたらし、また内需拡大への企業の対応が、折からの低金利ともあいまって、新製品開発のための研究開発投資や、合理化･省力化投資を中心とした設備投資の好調をもたらした。また個人消費も、消費税導入の影響等で一時足踏み応対がみられたものの、土地や株による資産効果､賃金上昇､物価の安定などを背景に､ファッション関連や高額品を中心に堅調な伸びを示した。
　一方、住宅着工は減少したものの、３年連続で高水準を維持し、まずまずの水準を保った。
　円高の影響で落ち込みが続いていた輸出も、世界的な好況を反映して増加となったほか、輸入も内需の好調から増加基調を続けている。
・　こうした需要面の好調を背景に、産業活動も好調を持続させている。しかし、生産面をみると徐々に伸びが鈍ってきており、高原状態を迎えている。また、在庫の伸びが生産の伸びを全ての期にわたって上回っており、意図せざる在庫が増える局面となっている。
　雇用情勢は､新規求人倍率が平成元年に1.93倍になるなど、産業活動の好調なことを背景に過剰気味に推移しており、運輸･通信や建設業など一部の業種では人手不足となっている。
　マネーサプライは、企業の資金需要がおう盛なことから高い伸びを示し、金利が景気拡大や最近の円安傾向によって上昇している。
　企業倒産は、企業収益の好調なことや、財務体質の改善などによって、超低水準で推移している。
・　このように、平成元年も景気拡大が持続しているが、ここにきていくつかの懸念材料が出てきている。これまで景気拡大の背景となっていた円高や、低金利、物価の安定などの諸条件に変化が出てきており、今後の持続的な景気拡大のためのあい路となっている。
◆年後半にさらに好転した中小企業の景況
・　平成元年の府内中小企業の景況は、おう盛な民間設備投資や、好調な住宅投資、公共工事等に支えられ、内需を中心に年初来好調に推移し、景況は後半さらに好転した。下請中小企業においても、受注単価の上昇がみられ、採算面での改善が進んだ。
・　業種別にみると､消費財関連業種では、輸入品の攻勢等を受けている繊維など一部の業種を除いては堅調に推移し、建設関連業種でも、新設住宅着工戸数が高水準を維持したことや､ホテル､ビル等の建設ラッシュによって好調であった。
　さらに、設備投資関連の機械・金属業種は、各種需要業界の好調に支えられ、いずれも好況が続いた。高水準の受注、生産によって、人手不足感が強まっている業種も多い。
　また、輸出関連業種では、円高やアジアＮＩＥＳとの競合等により輸出環境が悪化している中で、内需が極めて好調に推移したため、多くの業種で内需へのシフトが進んだ。ただ、従来米国向けを中心に輸出比率が高く、内需好調の影響をあまり受けていない一部の業種では低迷が続いた。

第２部　これからの企業戦略
　
◆大阪・関西経済の現状と課題
・　関西の経済力は、全国の約２割のシェアである。
・　最近まで、大阪や関西の全国的地位に低下傾向が見られる。
・　21世紀に向かい、大阪経済は、関西経済との一体的な成長を実現するとともに、内需の持続的な開拓をめざした商品開発・研究開発機能の高度化を図ることが課題である。
◆関西系大企業・中堅企業の研究開発体制の現状
・　関西の研究開発機関数は、全国の約２割を占め、民間研究機関の割合が高い。関東と比べて研究開発での人材が不足している。
・　関西企業では、積極的に研究所を設立する動きがみられ、その立地は関東への志向がみられる。
・　昭和60年から63年にかけて､大阪本社企業の売上高研究開発費比率は高くなっている。しかし、東京本社と比べれば、やや低い。
・　大阪本社企業は開発､応用研究､東京本社企業は基礎研究を重視している。
・　大阪本社企業の研究開発の具体的な進め方については、「自社内単独開発」が４分の３を占め最も多く、「他企業、他機関との共同開発」が第２位となっている。国内･海外からの技術導入や技術提携、外部の企業へ依頼するというケースは少ない。
・　大阪の大企業では、60％以上が大学と研究協力を実施している。大学側も共同研究を望んでおり、今後も多くなるとみられる。
◆研究開発を活発化する大阪の中小企業
・　大阪の中小工業では、65％の企業が研究開発を実施している。研究開発の目的は、一般中小工業、研究開発型中小企業ともに、新製品開発の比重が高い。
・　研究開発の活発化につれて、売上高研究開発費比率が上昇し、研究開発要員増など研究開発体制の整備が進められている。
・　共同開発や外部の企業･個人を活用する場合の相手先は、大阪、近畿だけではなく、東京を含む関東圏にも広がっている。
・　研究開発強化のための重点は、情報収集と人材確保、研究開発管理の充実である。
･　研究開発の中心を占める新製品開発は、既存製品の改良･改善から、次第に既存製品･既存業種の枠を越えたものへと進んでいる。
・　新製品の技術内容では、一般中小工業、研究開発型中小企業ともに先端技術関連が29％を占めている。
・　新製品開発にあったては、外部のサービス業を利用したり、異業種交流に参加するなどの方法も広く活用されている。
・　大阪の中小卸売業において、自社企画商品の開発が活発化しており、48％の企業が自社企画商品を持っている。
◆着実に前進する先端技術開発
・　エレクトロニクス、バイオテクノロジー、新素材関連の３分野を一括して先端技術とし、その集積（工場あるいは研究所の立地件数）をみると、関西は全国の約２割弱である。
・　大阪本社の大企業・中堅企業は、先端技術の中で、新素材、ソフトシステム、バイオテクノロジーに積極的に取り組んでいる。
・　先端技術開発のうちマイクロエレクトロニクス、新素材、光技術の研究は工場に近いところで、また、ソフトシステムは情報量の豊富な地域で研究を行っている。バイオ研究は生産現場の近くで行っている例は少ない。
・　大阪本社企業が､今後力を入れようとする先端技術分野は､新素材、エレクトロニクス、メカトロニクスの順である。
・　大阪の中小業の先端技術関連の新製品開発は、一般中小工業ではエレクトロニクス、新素材、メカトロニクス、研究開発型中小企業ではエレクトロニクス、新素材、情報･通信の割合が高い。
◆関西での事業活動
・　大企業･中堅企業の設備投資重点地域は過去３年間、今後３年間とも関東（除く東京）地域となっている。
・　設備投資の主要目的別では、東京本社企業、大阪本社企業とも「既存製品の生産能力の拡大」や「省力化･合理化」の割合が大きく減少する点では共通しているが、今後充実させるものについては異なっている。東京本社企業では「新製品の生産能力の拡大」や「研究開発｣に重点を置いているのに対して、大阪本社企業では「既存設備の維持･補修･更新」や「新事業分野の開拓」に重点がある。
・　大阪本社企業は関東圏を新製品販売のための重点地域と位置づけている。
・　中小工業の生産地域と中小卸売業ともに関東の比重が高まる傾向にある。
◆関西市場への新たな注目
・　関西市場の拡大に着目する企業の活動が､総合商社や金融・保険業なでみられる。
・　関東の電機メーカーが関西に研究所を設立するなど､関西での研究開発機能の発展につながる動きがでてきている。
・　在阪外資系企業、外国企業の４割強が、大阪の将来について「アジア市場開拓の拠点の１つになるだろう」とみるなど、外資系企業や外国人は関西を高く評価している。
◆進展する関西での基盤整備
・　関西のビックプロジェクトは、平成元年９月時点で623件、総額25兆１千億円にのぼる。
・　関西文化学術研究都市、コスモポリス計画、国際文化公園都市など、研究開発に関連するものが多い。
・　関西で研究開発を振興するにあたっては､わが国最大の研究開発センターである「筑波研究学園都市」の経験が活かされよう。
◆新産業時代に向けてはばたく大阪経済
・　大阪経済の活性化には、商品企画･研究開発機能の充実が重要である。そのためには、中小企業をはじめとする既存の産業が製造技術･流通機能をレベルアップするとともに、企業･創業時の資金やソフトな資源を供給する支援サービス業などの活用を図る一方、特徴ある研究開発の充実とその基盤整備が必要であり､決め手は人材の育成･確保である。
・　時代を先取りする情報交流の“場”の設定や､バランスのとれた地価対策による産業活動の促進、関西各府県間のネットワークの形成も、検討される必要がある。
